
平成14年12月期 　個別中間財務諸表の概要 平成14年 8月 6日

上   場   会   社   名   　株式会社　大塚商会  上場取引所　東証第一部

コード番号  4 7 6 8  本社所在都道府県　東京都

(URL  http://www.otsuka-shokai.co.jp)

問合せ先  責任者役職名 専務取締役管理本部長

　　　　　　  氏　　        名　　　原田　要市 TEL (03) 3264 - 7111
中間決算取締役会開催日　　平成14年 8月 6日 中間配当制度の有無　　　有

中間配当支払開始日　　　　　平成 -年 -月 -日 単元株制度採用の有無　 有（１単元　100株）

１. 14年 6月中間期の業績（平成14年 1月 1日 ～ 平成14年 6月30日）
(1)経営成績 （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 6月中間期 157,237 △ 5.2 5,569 △ 11.8 5,623 △ 10.3
13年 6月中間期 165,792 △ 1.7 6,317 55.2 6,271 45.5
13年12月期 303,657 7,572 7,482

　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

14年 6月中間期 2,371 △ 13.6 74.89
13年 6月中間期 2,744 0.5 86.66
13年12月期 2,495 △ 20.0 78.80
(注)①期中平均株式数  （14年6月中間期及び13年12月期は自己株式控除後のものであります。）

                                   14年 6月中間期  31,666,972株   13年 6月中間期  31,667,020株   13年12月期  31,667,010株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

14年 6月中間期

13年 6月中間期

13年12月期

(3)財政状態
１株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 6月中間期 151,923 44,112 29.0 1,393.00
13年 6月中間期 178,097 55,413 31.1 1,749.87
13年12月期 139,833 42,552 30.4 1,343.73
(注)①期末発行済株式数  （14年6月中間期及び13年12月期は自己株式控除後のものであります。）

                                       14年 6月中間期  31,666,940株   13年 6月中間期  31,667,020株   13年12月期  31,667,010株

　　 ②期末自己株式数   　  14年 6月中間期             80株   13年 6月中間期              10株   13年12月期             10株

２. 14年12月期の業績予想（平成14年 1月 1日 ～ 平成14年12月31日）
　   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 304,000 7,800 2,784 20.00 20.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  87円  91銭

（注）上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な

      要因によって予想数値と異なる場合があります。

株主資本比率

　　当　期　純　利　益

     中間(当期）純利益

総  資  産        株  主  資　本

　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益

－

１株当たり
年間配当金

円　銭

－
－

25.00

１株当たり
中間配当金

円　銭

－
－



（単位：百万円）

期　　　別 当中間期当中間期当中間期当中間期 前年中間期 前  期 期　　　別 当中間期当中間期当中間期当中間期 前年中間期 前  期

平成14年平成14年平成14年平成14年 平成13年 平成13年 平成14年平成14年平成14年平成14年 平成13年 平成13年

科　　　目 6月30日現在6月30日現在6月30日現在6月30日現在 6月30日現在 12月31日現在 科　　　目 6月30日現在6月30日現在6月30日現在6月30日現在 6月30日現在 12月31日現在

（（（（ 資資資資 産産産産 のののの 部部部部 ）））） （（（（ 負負負負 債債債債 のののの 部部部部 ））））

77,81577,81577,81577,815 87,56187,56187,56187,561 △ 9,745△ 9,745△ 9,745△ 9,745 65,01265,01265,01265,012 93,71293,71293,71293,712 106,346106,346106,346106,346 △ 12,633△ 12,633△ 12,633△ 12,633 82,59282,59282,59282,592

現 金 及 び 預 金 3,885 5,632 △ 1,747 3,769 支 払 手 形 23,902 24,962 △ 1,060 19,574

受 取 手 形 6,388 8,814 △ 2,426 2,524 買 掛 金 33,354 40,684 △ 7,329 26,002

売 掛 金 44,747 45,951 △ 1,204 38,142 短 期 借 入 金 13,300 16,236 △ 2,936 20,900

商 品 14,182 18,226 △ 4,043 11,802 1年内返済予定長期借入金 2,153 3,669 △ 1,516 2,341

保 守 部 品 2,160 2,415 △ 255 2,333 1年内償還予定社債 2,100 1,400 700 1,100

仕 掛 品 349 337 12 338 未 払 金 7,013 7,621 △ 607 3,206

貯 蔵 品 163 156 7 152 未 払 法 人 税 等 2,425 2,497 △ 72 1,392

繰 延 税 金 資 産 491 458 32 482 未 払 消 費 税 等 682 650 32 920

未 収 入 金 3,559 4,227 △ 668 3,742 未 払 費 用 1,831 1,846 △ 14 1,737

そ の 他 2,191 1,687 503 2,029 前 受 金 2,719 2,540 178 2,421

貸 倒 引 当 金 △ 302 △ 347 44 △ 306 預 り 金 2,570 2,524 46 1,424

賞 与 引 当 金 1,507 1,505 2 1,395

そ の 他 151 206 △ 54 176

74,10774,10774,10774,107 90,53690,53690,53690,536 △ 16,428△ 16,428△ 16,428△ 16,428 74,82174,82174,82174,821 14,09814,09814,09814,098 16,33816,33816,33816,338 △ 2,239△ 2,239△ 2,239△ 2,239 14,68914,68914,68914,689

有有有有 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 39,11739,11739,11739,117 61,84361,84361,84361,843 △ 22,726△ 22,726△ 22,726△ 22,726 40,03340,03340,03340,033 社 債 4,300 6,400 △ 2,100 5,300

建 物 27,100 28,610 △ 1,510 27,872 長 期 借 入 金 3,161 4,482 △ 1,321 3,727

構 築 物 615 666 △ 50 643 退 職 給 付 引 当 金 5,865 3,776 2,089 4,555

車 両 運 搬 具 175 163 11 177 役員退職慰労引当金 669 684 △ 14 703

器 具 備 品 2,419 2,698 △ 279 2,575 繰 延 税 金 負 債 - 900 △ 900 308

土 地 7,706 28,655 △ 20,949 7,706 そ の 他 102 95 7 95

建 設 仮 勘 定 1,101 1,049 51 1,056

無無無無 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 7,8457,8457,8457,845 7,5947,5947,5947,594 251251251251 7,5077,5077,5077,507 107,811107,811107,811107,811 122,684122,684122,684122,684 △ 14,873△ 14,873△ 14,873△ 14,873 97,28197,28197,28197,281

営 業 権 70 45 25 87 （（（（ 資資資資 本本本本 のののの 部部部部 ））））

ソ フ ト ウ エ ア 7,444 7,212 231 7,085 10,37410,37410,37410,374 10,37410,37410,37410,374 ---- 10,37410,37410,37410,374

電 話 加 入 権 273 273 － 273 16,25416,25416,25416,254 16,25416,25416,25416,254 ---- 16,25416,25416,25416,254

温 泉 利 用 権 57 62 △ 5 60 16,254 16,254 - 16,254

投投投投資資資資そそそそのののの他他他他のののの資資資資産産産産 27,14427,14427,14427,144 21,09821,09821,09821,098 6,0466,0466,0466,046 27,28027,28027,28027,280 29,07929,07929,07929,079 27,74927,74927,74927,749 1,3301,3301,3301,330 27,49927,49927,49927,499

投 資 有 価 証 券 4,514 5,387 △ 872 4,692 2,593 2,593 - 2,593

子 会 社 株 式 4,555 4,358 197 4,398 23,863 21,802 2,061 21,802

長 期 貸 付 金 1,193 1,520 △ 327 1,269 プ ロ グ ラ ム準 備金 2,498 2,236 261 2,236

差 入 保 証 金 7,319 8,150 △ 831 7,234 固定資産圧縮積立金 15 15 - 15

長 期 前 払 費 用 27 36 △ 8 30 別 途 積 立 金 21,350 19,550 1,800 19,550

繰 延 税 金 資 産 277 - 277 - 2,622 3,352 △ 730 3,103

再評価に係る繰延税金資産 8,822 - 8,822 8,822 △ 12,134△ 12,134△ 12,134△ 12,134 ---- △ 12,134△ 12,134△ 12,134△ 12,134 △ 12,134△ 12,134△ 12,134△ 12,134

そ の 他 1,123 2,131 △ 1,008 1,436 536536536536 1,0341,0341,0341,034 △ 497△ 497△ 497△ 497 556556556556

貸 倒 引 当 金 △ 689 △486 △ 202 △603 △0△0△0△0 ---- △0△0△0△0 △0△0△0△0

44,11244,11244,11244,112 55,41355,41355,41355,413 △ 11,300△ 11,300△ 11,300△ 11,300 42,55242,55242,55242,552

151,923151,923151,923151,923 178,097178,097178,097178,097 △ 26,174△ 26,174△ 26,174△ 26,174 139,833139,833139,833139,833 151,923151,923151,923151,923 178,097178,097178,097178,097 △ 26,174△ 26,174△ 26,174△ 26,174 139,833139,833139,833139,833

中     間     貸    　借 　   対　    照　    表中     間     貸    　借 　   対　    照　    表中     間     貸    　借 　   対　    照　    表中     間     貸    　借 　   対　    照　    表

流流流流 動動動動 負負負負 債債債債

固固固固 定定定定 負負負負 債債債債

資資資資 本本本本 金金金金

増 減 増 減

流流流流 動動動動 資資資資 産産産産

固固固固 定定定定 資資資資 産産産産

負負負負 債債債債 合合合合 計計計計

資資資資 産産産産 合合合合 計計計計 負負負負 債債債債 及及及及 びびびび 資資資資 本本本本 合合合合 計計計計

自自自自 己己己己 株株株株 式式式式

土土土土 地地地地 再再再再 評評評評 価価価価 差差差差 額額額額 金金金金

そそそそのののの他他他他有有有有価価価価証証証証券券券券評評評評価価価価差差差差額額額額金金金金

資資資資 本本本本 合合合合 計計計計

資資資資 本本本本 剰剰剰剰 余余余余 金金金金

中間(当期)未処分利益

任 意 積 立 金

資 本 準 備 金

利利利利 益益益益 剰剰剰剰 余余余余 金金金金

利 益 準 備 金

－　1　－



（単位：百万円）

百分比 百分比 金　　　　額 増減率 百分比

％ ％ ％ ％

157,237 100.0 165,792 100.0 △ 8,554 △ 5.2 303,657 100.0

120,432 76.6 128,406 77.5 △ 7,973 △ 6.2 233,264 76.8

36,804 23.4 37,385 22.5 △ 580 △ 1.6 70,393 23.2

31,235 19.9 31,068 18.7 167 0.5 62,821 20.7

5,569 3.5 6,317 3.8 △ 747 △ 11.8 7,572 2.5

35 52 △ 16 94

44 22 21 25

175 184 △ 9 357

72 83 △ 10 151

327 0.2 343 0.2 △ 15 △ 4.4 629 0.2

184 269 △ 84 502

79 89 △ 9 182

- 22 △ 22 22

9 7 2 12

273 0.2 388 0.2 △ 115 △ 29.6 719 0.2

5,623 3.5 6,271 3.8 △ 648 △ 10.3 7,482 2.5

31 - 31 -

31 0.0 - - 31 - - -

- 4 △ 4 4

202 256 △ 54 381

49 - 49 ----

157 97 60 294

- 7 △ 7 37

- 3 △ 3 35

57 - 57 -

1,025 1,025 0 2,051

1,493 0.9 1,395 0.9 97 7.0 2,806 1.0

4,162 2.6 4,876 2.9 △ 714 △ 14.6 4,676 1.5

2,371 1.5 2,407 1.4 △ 36 △ 1.5 2,724 0.9

△ 580 △ 0.4 △ 275 △ 0.2 △ 305 111.0 △ 543 △ 0.2

2,371 1.5 2,744 1.7 △ 372 △ 13.6 2,495 0.8

250 608 △ 357 608

2,622 3,352 △ 730 3,103

法 人 税 等 調 整 額

中中中中 間間間間 （（（（ 当当当当 期期期期 ）））） 純純純純 利利利利 益益益益

前 期 繰 越 利 益

中中中中 間間間間 （（（（ 当当当当 期期期期 ）））） 未未未未 処処処処 分分分分 利利利利 益益益益

　　　　　　　　　　　　　　　　期    別

中　　間　　損　　益　　計　　算　　書中　　間　　損　　益　　計　　算　　書中　　間　　損　　益　　計　　算　　書中　　間　　損　　益　　計　　算　　書

増　  　減　　

金　        額

前　　　　期

自 平成13年 1月 1日
至 平成13年12月31日

家 賃 収 入

営 業 外 費 用 合 計

そ の 他

営 業 外 収 益 合 計

営営営営 業業業業 外外外外 費費費費 用用用用

支 払 利 息

社 債 利 息

社 債 発 行 費 償 却

営営営営 業業業業 外外外外 収収収収 益益益益

受 取 利 息

販販販販売売売売費費費費及及及及びびびび一一一一般般般般管管管管理理理理費費費費

受 取 配 当 金

前年中間期当中間期

金　        額

自 平成13年 1月 1日
至 平成13年 6月30日

自 平成14年 1月 1日
至 平成14年 6月30日

経経経経 常常常常 利利利利 益益益益

特特特特 別別別別 利利利利 益益益益

売売売売 上上上上 総総総総 利利利利 益益益益

そ の 他

売売売売 上上上上 高高高高

売売売売 上上上上 原原原原 価価価価

金　　　　額

営営営営 業業業業 利利利利 益益益益

特特特特 別別別別 損損損損 失失失失

会 員 権 売 却 損

会 員 権 評 価 損

投 資 有 価 証 券 売 却 益

特 別 利 益 合 計

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

法人税、住民税及び事業税

　　科    目

投 資 有 価 証 券 売 却 損

会計基準変更時差異 償却

特 別 損 失 合 計

関 係 会 社 清 算 損

税税税税 引引引引 前前前前 中中中中 間間間間 （（（（ 当当当当 期期期期 ）））） 純純純純 利利利利 益益益益

投 資 有 価 証 券 評 価 損

－　2　－



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
　　　時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法
　により算定）

　　　時価のないもの 移動平均法による原価法
(2)デリバティブ 時価法
(3) たな卸資産

商品・保守部品 移動平均法による原価法
仕　掛　品 個別法による原価法
貯　蔵　品 最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産 定率法

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）につい
ては定額法を採用しております。
なお耐用年数及び残存価格については、 法人税法に規定する方法と
同一の基準によっております。

(2)無形固定資産
市場販売目的のソフトウェア 予想販売数量に基づき、 当中間会計期間の販売数量に対応する金額

を償却しております。ただし、毎期の償却額は残存有効期間（見込有効
期間3年）に基づく均等配分額を下回らないこととしております。

自社利用のソフトウェア 当社における利用可能期間（５年）に基づく定額法
営業権 均等償却法
その他の無形固定資産 定額法

(3)長期前払費用 定額法

３．引当金の計上基準
(1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については、 個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、当中間期に負担すべき支給見込額を計上しております。

(3)退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、 当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当
中間会計期末において発生していると認められる額を計上しております。
なお、会計基準変更時差異については、当中間会計期間において５年による按分額の6/12相当額を費用処理
しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(12年)による定額法により按
分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

(4)役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間会計期末要支給額を計上しております。

４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

５．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．ヘッジ会計の方法
(1)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段          金利スワップ
ヘッジ対象          借入金

(3)ヘッジ方針
金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。

(4)ヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を
比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

７．消費税等の処理方法
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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追加情報

<中間貸借対照表の表示>

1.中間財務諸表等規則の 改正により、当中間会計期間より改正後の中間財務諸表等規則を早期適用しております。これに伴い、 従来の「資本準備金」は「資本剰余金」、

 　「利益準備金」及び「その他剰余金」は「利益剰余金」として表示しております。

2.中間財務諸表等規則の 改正により、当中間会計期間より自己株式は資本に対する控除項目として、資本の部の末尾に記載しております。

注記事項

（中間貸借対照表関係）

1 有形固定資産の減価償却累計額 36,067 百万円 1 有形固定資産の減価償却累計額 34,117 百万円 1 有形固定資産の減価償却累計額 35,253 百万円

2 担保資産及び担保付債務 2 担保資産及び担保付債務 2 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。 担保に供している資産は、次のとおりであります。 担保に供している資産は、次のとおりであります。

建 物 6,025 百万円 建 物 9,143 百万円 建 物 6,114 百万円
土 地 2,834 土 地 11,696 土 地 2,834
定 期 預 金 11 定 期 預 金 11 定 期 預 金 11

計 8,870 計 20,850 計 8,960

担保付債務は、次のとおりであります。 担保付債務は、次のとおりであります。 担保付債務は、次のとおりであります。
支 払 手 形 ・ 買 掛 金 3,509 百万円 支 払 手 形 ・ 買 掛 金 3,504 百万円 支 払 手 形 ・ 買 掛 金 3,125 百万円
物 上 担 保 付 社 債 4,400 （1年内返済予定長期借入金含む） 物 上 担 保 付 社 債 4,400
（1年内償還予定社債含む） 物 上 担 保 付 社 債 5,800 （1年内償還予定社債含む）

計 7,909 （1年内償還予定社債含む） 計 7,525
計 9,304

3 保証債務 3 保証債務 3 保証債務
次の関係会社について、金融機関からの借入金に対し債務保 次の関係会社について、金融機関からの借入金に対し債務保 次の関係会社について、金融機関からの借入金に対し債務保

証を行っております。 証を行っております。 証を行っております。

㈱ ﾅ ｺ ｽ ・ ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ ・ ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｽ ﾞ 74 百万円 ㈱ ア ル フ ァ シ ス テ ム 176 百万円 ㈱ ﾅ ｺ ｽ ・ ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ ・ ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｽ ﾞ 87 百万円
E M T Software, Inc. 25 ㈱ ﾅ ｺ ｽ ・ ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ ・ ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｽ ﾞ 92 E M T Software, Inc. 32

(US$ 214千） E M T Software, Inc. 37 (US$ 244千）
計 99 (US$ 298千） ㈱ ソ フ ィ ッ ク ス 47

㈱ ソ フ ィ ッ ク ス 47 計 166
計 353

4 消費税等の取扱い 4 消費税等の取扱い 4
仮払消費税等及び仮受消費税等は、 相殺のうえ、 流動負債
の「未払消費税等」に含めて表示しております。

5 中間期末日満期手形 5 中間期末日満期手形 5 期末日満期手形
中間期末日満期日手形の会計処理については、 当中間会計 中間期末日満期日手形の会計処理については、 当中間会計 期末日満期日手形の会計処理については、当期末日は金融
期間の末日は金融機関の休日でしたが、  満期日に決済が行 期間の末日は金融機関の休日でしたが、  満期日に決済が行 機関の休日でしたが、 満期日に決済が行われたものとして処
われたものとして処理しております。当中間期末日満期手形は われたものとして処理しております。当中間期末日満期手形は 理しております。当期末日満期手形は次のとおりであります。
次のとおりであります。 次のとおりであります。
受 取 手 形 869 百万円 受 取 手 形 2,427 百万円 受 取 手 形 979 百万円
支 払 手 形 2,643 百万円 支 払 手 形 2,843 百万円 支 払 手 形 1,645 百万円

6 6 6 受取手形譲渡残高
当期末の受取手形残高は、手形信託契約に基づく債権の一
部譲渡によって、3,621百万円減少しております。

　

（中間損益計算書関係）

減価償却実施額 減価償却実施額 減価償却実施額
有形固定資産 1,243 百万円 有形固定資産 1,353 百万円 有形固定資産 2,767 百万円
無形固定資産 1,323 百万円 無形固定資産 1,400 百万円 無形固定資産 2,720 百万円

当  中  間  期 前　年  中  間  期 前      期

至　平成14年 6月30日 至　平成13年 6月30日 至　平成13年12月31日
自　平成14年 1月 1日 自　平成13年 1月 1日 自　平成13年 1月 1日

同左

前　　　　期

（平成13年12月31日現在）

当  中  間  期 前　年  中  間  期

（平成13年6月30日現在）（平成14年6月30日現在）
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（リース取引関係）

1 ．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の 1 ．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の 1 ．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 ファイナンス・リース取引 ファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額 （１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額 （１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

　及び中間期末残高相当額 　及び中間期末残高相当額 　及び期末残高相当額

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

器具備品 5,861 2,863 2,998 器具備品 6,119 2,753 3,366 器具備品 6,487 3,304 3,182

ソフトウェア 96 31 64 ソフトウェア 101 25 76

合計 5,957 2,894 3,063 合計 6,589 3,329 3,259

（２）未経過リース料中間期末残高相当額 （２）未経過リース料中間期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額

　　　　　１  年  内 1,331 百万円 　　　　　１  年  内 1,281 百万円 　　　　　１  年  内 1,306 百万円

　　　　　１  年  超 1,798 百万円 　　　　　１  年  超 2,141 百万円 　　　　　１  年  超 2,016 百万円

　　　　　合　　  計 3,129 百万円 　　　　　合　　  計 3,423 百万円 　　　　　合　　  計 3,323 百万円

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 （３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 （３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　　　　　支払リース料　　 777 百万円 　　　　　支払リース料　　 772 百万円 　　　　　支払リース料　　 1,509 百万円

　　　　　減価償却費相当額 730 百万円 　　　　　減価償却費相当額 722 百万円 　　　　　減価償却費相当額 1,414 百万円

　　　　　支払利息相当額　 49 百万円 　　　　　支払利息相当額　 56 百万円 　　　　　支払利息相当額　 110 百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法 （４）減価償却費相当額の算定方法 （４）減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　　によっております。 　　によっております。 　　によっております。

（５）利息相当額の算定方法 （５）利息相当額の算定方法 （５）利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利 　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利 　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利

　　息相当額とし、各期への配分方法については、利息法によ 　　息相当額とし、各期への配分方法については、利息法によ 　　息相当額とし、各期への配分方法については、利息法によ

　　っております。 　　っております。 　　っております。

2 ．オペレーティング・リース取引 2 ．オペレーティング・リース取引 2 ．オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料

　　　　　１  年  内 101 百万円 　　　　　１  年  内 59 百万円 　　　　　１  年  内 149 百万円

　　　　　１  年  超 130 百万円 　　　　　１  年  超 183 百万円 　　　　　１  年  超 157 百万円

　　　　　合　　  計 231 百万円 　　　　　合　　  計 242 百万円 　　　　　合　　  計 306 百万円

（有価証券関係）

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

前    期

自　平成13年 1月 1日

至　平成13年12月31日

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
相当額

当  中  間  期

自　平成14年 1月 1日

至　平成14年 6月30日

前  年　中  間  期　

中間期末残高
相 当 額

自　平成13年 1月 1日

至　平成13年 6月30日

取得価額
相 当 額

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末残高
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額
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